










リティが注目を集めてきた（Hamel and Prahalad, 
1994 ; Goldman, Nagel and Preiss, 1995 ; Sanchez, 1995 ; 
Teece,  Pisano and Schuen,  1997 ;  Brown and 
Eisenhardt, 1998 ; Dosi, Nelson and Winter, 2000；河合，
2004）1。その際，ダイナミック・ケイパビリティ
の源泉として「組織間・組織内学習」（Argyris, 
1977, 1994 ; Argyris and Schon, 1978 ; Senge, 1990；松
行・松行，2004），そしてまた「知識創造」と競争
優位やマネジメントに関する研究（紺野・野中，
1995；野中・竹内，1996 ; Grant, 1996, 2001 ; Spender, 









進展してきた（Leonard, 1998 ; Christensen, 1996 ; 
Tidd, Bessant and Pavitt, 1997 ; Burgelman, Maidique 
and Wheelwright, 2001 ; Christensen and Raynor, 2003 ; 
Lester and Piore, 2004）。
　科学技術知識生産のグローバルな規模での地理





プン化）（Badaracco, 1991 ; Rosenbloom and Spencer, 







不 可 避 の 傾 向 と な っ て き た（Pearce and 
Papanastassiou, 1996；中原，2000；高橋，2000；林，
2001 ; Serapio and Hayashi, 2004 ; Medcof, 2001, 2004 ; 































































は 3 つ，市場投入がそのうち 1.3，そして商業的


























1993，第 3 章；林・関・坂本，2006，第 8 章）。そこ
でのシステム上の差異は，以下の点に見出される。
すなわち，GM やフォードの新車開発システムが，
For every 7 concepts, one succeeds.






























































































2 は，研究開発の国際化の推移を 1980 年から
2005 年 ま で の 5 年 ご と に 表 し た も の で あ る







　なお，図 2 の国籍数は，日本の 7 社平均（JPN），
米国 7 社平均（US），ヨーロッパ 5 社（EU），お
よび韓国の三星電子（Samsung Electronics）を含
めた 22 社全体の平均値（22）を，1980 年（80），
1985 年（85），1990 年（90），1995 年（95），2000
年（00），2005 年（05）それぞれに算出して表示
している。
　日系 9 社平均国籍数は，1980 年が著者国籍数
1.3 カ国・発明者国籍数 1.9 カ国であったのに対
して，着実に上昇し続け，2005 年には，それぞ
れ 8 カ国と 8.6 カ国に増加している。他方，米国
表 1　日欧米研究開発集約型企業の外部知識への依存度推移
1992 年 1995 年 1998 年
2001 年
（見込み）
日本企業 35％ 47％ 72％ 84％
ヨーロッパ企業 22％ 47％ 77％ 86％




系 7 社平均は，1980 年の 6 カ国対 3.9 カ国，ヨー
ロッパ系 5 社平均が 3.4 カ国対 5.8 カ国および韓
国の三星電子（Samsung Electro.）が両方ともゼロ
であったのに対して，2005 年には米国計 7 社平
均がそれぞれ 13.9 カ国と 19 カ国，ヨーロッパ系
5 社平均が 14.2 カ国と 18.8 カ国，および韓国三
星電子が 11.0 カ国と 15 カ国であった。
　そして 22 社平均値は，1980 年には，22 社平均
の著者国籍数が 3.2 カ国，発明者国籍数が 3.3 カ
国，であったのに対して，1990 年には，それぞ
れ 5.9 カ国と 5.9 カ国，2000 年には 10.8 カ国と











電器の 11 カ国であった。米国計 7 社の場合は，
著者国籍，発明者国籍 IBM であり，それぞれ 27
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図 2　日本・米国・EU・韓国主要エレクトロニクス系 22 社の研究開発の国際化（米国特許発明者国籍，
米国発行論文著者国籍数）
注：1）　対象企業 22 社は，日本企業 9 社（ソニー，日立製作所，東芝，シャープ，NEC，富士通，キャノン，三
菱電機，松下電器），米国 7 社（IBM，インテル，コダック，ゼロックス，HP，Texas Instruments，モト




の国籍数，縦軸は米国特許発明者の国籍数。ちなみに，IBM 社の 2000 年米国認可特許の発明者国籍数（パ
スポート国籍もしくは所属機関国籍）は 25 カ国，および同社所属研究者が発表した米国刊行論文の著者国
籍数（共同論文による共著者国籍も含む）もおなじく 25 カ国に及ぶ。



















































ザ・マインド（software of the mind）（Hofstede, 1991, 
p. 4，邦訳 3 頁），および，“collective programming 
of the mind that distinguishes the members 
of one group or category of people from others”


































































































? Historical & Economic Development Processes
図 3　文化的多層性・文化的多様性・パーソナリティ















































　図 5 は，L. Fleming による，クロスポリネー
ション（cross pollination＝他技術分野との融合）と
技術革新の成功割合との関連を示したものである。


























Truth is in the whole.
Do I look young


















（Wenger et al., 2002, p. 153）。ここでの「コミュニ
ティ」の概念は，「明確な目的を持って，知識と
学習に重点的に取り組んでいる極めて限定的な社











































































































































































に な る（Lester and Piore, 2004, pp. 51-73， 邦 訳
67-95 頁）。逆に，図 7 のプロジェクトにおいて，
プロジェクト・メンバーによる「対話」が極めて


















（Shein, 2004, p. 11）。換言すれば，開発プロジェク
ト参加メンバーが多様性を増すほど，プロジェク
ト・リーダーの knowledge producer としての基
本的役割は，単に，異分野間・異文化間の境界の
boundary spanner（境界の橋渡し役）23 だけではな






















Radically new insights need requisite
diverse domain specific knowledge
?Radically new insights and developments often












出所 ：Kelly（2001），p. 9，邦訳 15-16 頁，および ABC News, 







































































knowledge producer と し て の 基 本 的 役 割 は，




































































































Cross & Trans Cultural Communication
出所 ：林・林ゼミナール（2006），および Adler（1991），pp. 102-132 をベースに
作成。
図 9　組織の文化的多様性と異文化シナジーのメリット





























それによると，新規性の成功割合は，産業財で 75 ～ 80
％，消費財で 65 ～ 70％，既存の製品ラインの拡張によ
る場合が 73％，既存の製品カテゴリーでの新規ブラン
ドの場合が 69％，そして完全な新規商品の場合が 54％
となっている。また，Business Week 誌（Aug. 1993）に















7 分の 1（約 14％），開発段階からであれば，4 分の 1
（25％），商業化以降であれば 1.3 分の 1（76.9％）とい
うことになる。
6　自動車メーカーによるこうした開発方式の差異につい










パ 企 業 は 67 ％， そ し て 米 系 企 業 は 72 ％ で あ っ た


















10　個別企業に事例については，林（1998, 2007a, 2007b, 
2007c）を参照されたし。
11　野中氏をはじめとする論文における「最小有効多様
性（requisite variety）」（ 野 中・ 竹 内，1996, 122 頁； 

















































る（Leonard, 1998, pp. 75-77，邦訳 109-112 頁）。ちな




　“People here are T-shaped: broad and deep. Broad in their 
skills and interests and able to work with a wide range of 






た社会的枠組み（knowledge based social structures）」
（Wenger et al., 2002, p.5，邦訳 34 頁）である。
18　コミュニティ概念に関しては，松本（2007）に依拠
している。
19　Leonard（1998），pp. 21-22，邦訳 32-33 頁。
20　Leonard（1998），p. 22，邦訳 34 頁。
21　Leonard（1998），pp. 158-159，邦訳 228-229 頁。
22　Lester の分析的アプローチと解釈的アプローチは，
Leonard の判断型（judging type）と認知型（perceiving 
type）（Leonard, 1998, p.70，邦訳 100 頁）にそれぞれ類
似している。















27　Schein（2004），p. 11，邦訳 4 頁。
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